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核兵器の禁止に関する条約〔2017 年 7 月 7 日署名、2021 年 1 月 22 日発効予定〕 
 

第 1 条 禁 止 

1 締約国は，いかなる場合にも次のことを行わないことを約束する。 

（a）核兵器その他の核爆発装置を開発し、実験し、生産し、製造し、その他の方法によって取得し、占有し、又は貯蔵すること。 

（b）核兵器その他の核爆発装置又はその管理をいずれかの者に対して直接又は間接に移譲すること。 

（c）核兵器その他の核爆発装置又はその管理を直接又は間接に受領すること。 

（d）核兵器その他の核爆発装置を使用し、又はこれを使用するとの威嚇を行うこと。 

（e）この条約によって締約国に対して禁止されている活動を行うことにつき、いずれかの者に対して、援助し、奨励し又は勧誘す

ること。 

（f）この条約によって締約国に対して禁止されている活動を行うことにつき、いずれかの者に対して、援助を求め、又は援助を受

けること。 

（g）自国の領域内又は自国の管轄若しくは管理の下にあるいずれかの場所において、核兵器その他の核爆発装置を配置し、設置し、

又は展開することを認めること。 
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第 12 条 普遍性 

1 締約国は、全ての国によるこの条約への普遍的な参加を目標として、この条約の締約国でない国に対し、この条約に署名し、こ

れを批准し、受諾し、承認し、又はこれに加入するよう奨励する。 

 

第 15 条 批准、受諾、承認又は加入 

1 この条約は、50 番目の批准書、受諾書、承認書又は加入書が寄託された後 90 日で効力を生ずる。 

2 50 番目の批准書……が寄託された日の後に批准書……を寄託する国については、この条約は、その批准書……が寄託された日

の後 90 日で効力を生ずる。 

第 16 条 留保 

 この条約の各条の規定については、留保を付すことができない。 
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